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受 付 番 号 第３６号 

受付年月日 令和５年５月２２日 

件 名 全国霊感商法対策弁護士連絡会の不当な声明に対する要望書 

陳 情 者 三田市〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇    佐藤 郁子 

要 旨 ＜陳情の要旨＞ 

１ 憲法違反の疑いが強い、「世界平和統一家庭連合との関係断絶」など

の決議を行わないようにしてください。 

２ 議会決議等により、世界平和統一家庭連合の信者やその子らが、地域

社会において不当な差別を受けることのないよう、配慮してください。 

＜理由＞ 

  １ 要旨１について 

  全国霊感商法対策弁護士連絡会（以下「全国弁連」という。）が、令和

５年３月１８日、「政治家の皆様へ統一教会との関係断絶を求める声明」

（以下「本件声明」という。）を公表し、声明文を全国の１７８８自治体

に送付したと発表しました。本件声明は、貴議会にも届いていると思われ

ます。 

 本件声明には、４つの趣旨（以下「本件趣旨」という。）が掲載されてい

ますが、本件趣旨に基づく決議（以下「本件決議」という。）がなされて

いれば、後述のとおり、いずれも国連宣言に違反し（下記３参照）、憲法

違反となる恐れが大いにあります（下記４参照）。 

 １ 要旨２について 

  世界平和統一家庭連合（旧統一教会。以下「家庭連合」という。）の信

者及びその子らは、マスコミによる昨今の過激な報道等により、多大なス

トレスを受けています。特に、信者の子らの中には、自らの自由意志によ

り家庭連合に在籍する者も数多くおり、その２世達のストレスは著しいも

のといえます。 

  仮に、貴議会において、十分な法的根拠や事実認定根拠もなく、家庭連

合やその信者を批判することにつながるような決議等が行われれば、地域

社会において、彼らが不当な差別を受けるなど、さらなるストレスが生じ

るおそれがあります。 

  そのような行為は、地方自治の本旨（憲法９２条）たる住民自治に反す

るのみならず、住民の福祉の増進（地方自治法１条の２）に反すること

で、違憲違法のおそれがあるものといえます。 

 ３ 本件声明が国連宣言に違反すること 

  宗教または信条に基づくすべての不寛容および差別の撤廃に関する国連

宣言（１９８１年国連総会採択）より 

  国連では、宗教及び信念に基づくすべての不寛容及び差別の撤廃に関す

る宣言を採択しています。そこには、すべての国は「宗教及び信念の自由

についての理解、寛容及び尊重を促進すること」を必要不可欠とし、「宗



教又は信念を理由とする差別を阻止し、それと闘うこと」「必要なあらゆ

る措置をとること」を決意したと述べられています。 

  全国弁連の声明は、日本社会において特定宗教に対する差別及び不寛容

を助長するものであり、家庭連合の信仰をもった住民に対する不安と偏見

を煽り、地域社会から排除するよう政治家に働きかけるものです。国と地

方自治体、地方議会においては、宗教への不寛容を防止するあらゆる措置

をとるべきです。 

 ４ 本件声明（全国弁連声明の４つの趣旨）が憲法違反となること 

 （１）本件趣旨１について 

  本件趣旨１は、家庭連合による被害を根絶するために、正体を隠した違

法な伝道活動や霊感商法による被害、家族被害、二次被害を防止・救済す

る実効性のある施策を実現・実施されたいというものです。 

  しかし家庭連合は、少なくとも現在は、正体を隠した違法な伝道活動や

霊感商法を行っておらず、家族被害や二世被害があるという具体的な根拠

も示されておりません。 

  そのような中、特定の宗教を名指しし、若しくはその活動を畏縮させる

ような決議を行うことは、地域内の信者らの思想・良心の自由（憲法１９

条）、信教の自由（憲法第２０条１項）に対する侵害となり、憲法違反と

なることは明白です。 

 （２）本件趣旨２及び３について 

  本件趣旨２は、政治家に対し、「家庭連合との関係断絶」をお願いする

というものです。同３は、かかる関係断絶を明らかにするため、議会に対

し、関係を断絶する議決を求めるというものです。 

  しかし、政治家がいかなる住民と関係を持つかは、同政治家の思想信条

の自由（憲法１９条）により決せられるべきであり、特定の団体により禁

止を求められるような性質のものではありません。仮に、議会がそのよう

な内容の決議を行えば、地域内の信者らの憲法第１９条の思想・良心の自

由、憲法第２０条１項の信教の自由に対する侵害になることはもとより、

住民の請願権（憲法１６条）や参政権（憲法１５条１項）、議員の思想信

条の自由及び政治活動の自由（憲法２１条１項）を著しく侵害するもので

あり、憲法違反となることは明白です。 

 （３）本件趣旨４について 

  本件趣旨４は、貴議会議員全員に対し、家庭連合及び関連団体との関係

の有無を調査し、関係があった場合にはその経緯や事実等を調査・公表す

ることを求めるものです。 

  政治家がいかなる住民と関係を持つかは、同政治家の思想信条の自由及

び政治活動の自由により決せられるべきであり、特に特定の宗教団体との

関係について調査・公表することは、信教の自由を侵害し、憲法違反とな

ることは明白です。 

 （４）全国弁連の政治的偏向性について 

  本件声明を提出した全国弁連は、スパイ防止法の制定阻止を目的として

設立された、特定の政治的主張を持つ弁護士らにより構成される団体であ



り、その代表世話人弁護士らは、いずれも日本共産党、旧社会党など、特

定の左派系政党と関係が深い人物です。 

  特に、代表世話人の1人である郷路征記弁護士は、家庭連合の会員らを

違法に拉致監禁し、強制改宗を行った者たちと結託し、脱会した元会員ら

を原告として家庭連合を訴える民事訴訟を多数提起してきました。 

  そのような団体の意向に沿うことは、地方議会の政治的中立性（憲法１

５条２項）を害するのみならず、間接的に特定人の経済的利益に与するも

のであり、断じて容認できません。 

 （５）訴訟の可能性があること 

  上記理由から、貴議会が本件決議を行った場合には、本件決議が憲法違

反となるおそれがあることはもとより、本件決議の決議者が憲法順守義務

（憲法９９条）に違反するおそれがあります。 

  そのような場合は、当該決議に対する取消訴訟及び国家賠償請求訴訟を

行う可能性があることを申し添えておきます。 
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